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Ⅰ　は じ め に

我が国は高齢化の一途を辿っており，人口に占
める 65 歳以上の高齢層の割合は，1950 年の 4.9%
から 2016 年には 27.3% に上昇した。また，高齢
者の増加だけでなく，生産年齢人口である 15 〜

65 歳の高齢化も進んでおり，生産年齢人口に占
め る 40 歳 以 上 の 割 合 は，1970 年 の 37% か ら
2025 年には 60% に達することが予想されている。

高齢化が進む中，現在の就業者の健康状態はど
のような状況なのだろうか。図 1 には，『国民生
活基礎調査』（厚生労働省）を元に，調査時点にお
いて傷病（病気やけが）で病院や診療所（医院，
歯科，施術所）に通院している人の数（棒グラフ）
と，就業者人口に占める通院者の割合（折れ線グ
ラフ）を時系列で示した。図中の折れ線グラフを
みると，就業しながら通院している人の割合は，
1998 年の 23.3% から，2016 年には 32.1% と趨勢
的に上昇しており，現在は 3 人に 1 人が病院に通
いながら働いていることがわかる。こうした背景
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高齢化が加速する中，わが国では，国民一人一人が生涯を通じて働くことができる健康状
態をいかに維持していけるかに大きな関心が集まっており，政府も労働者の健康増進のた
めの様々な法整備や企業による健康経営の推進に力を入れている。こうした背景には，労
働者の健康増進は，増大する医療費の抑制だけでなく，生産性の向上にもつながるという
発想がある。健康は，人間の幸福を規定する要素として不可欠である。しかし，健康にな
るとなぜ生産性が上がるのか。健康を維持するための投資（健康資本投資）の費用は誰が
負担すべきか。健康増進の費用対効果はどの程度あるのか。健康に関心が集まっている
中，健康と生産性との関係を労働経済学の観点から体系的に検討したものは必ずしも多く
ない。そこで本稿は，健康と生産性との関係について，経済学分野を中心に関連分野も含
めて既存研究をサーベイすることを目的としたものである。本稿ではまず，健康と生産性
に関連する研究を分野横断的に眺め，先行研究では，「健康」と「生産性」をどのような
指標で捉えてきたかを概観する。続いて，人的資本としての健康資本投資について経済学
の捉え方を簡単に整理したうえで，健康と生産性との関係について，マクロ・個人・企業
レベルのそれぞれの視点から既存の実証研究をレビューする。最後に，健康資本投資のコ
ストは誰が負担すべきかについて，これまでの研究の蓄積を概観し，今後の課題として残
されている点を考察する。
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には，引退年齢の高齢化により，60 歳を超えて
も働く人が増えていることが大きく影響している
と考えられる。しかし，25 〜 59 歳の年齢階級別・
性別に通院率の推移を示した図 2 をみると，どの
年齢グループも 2004 年から 2016 年にかけて通院
率が上昇しており，労働力の中核を担う年齢層に
おいても通院している人が増えていることがわか
る。これらの年齢層の通院率の増加は，健康診断
の受診率が上昇したことにより病気の早期発見が
進んだことや，通院しながら就業できるような医
療技術の進歩が関係している可能性も考えられる
ため 1），必ずしも不健康な人が増えたと考えるこ
とはできないが，労働市場の中核を担う年齢層に
おいても通院が必要な状態の人がかなりの割合で
いるといえる。

こうした状況から昨今では，国民一人一人が，
生涯を通じて働くことができる健康状態をいかに
維持していけるかに大きな関心が集まっている。
特にこの数年は，健康が労働との関係で話題に上
ることが多くなってきた。政府も，働き方改革実
現会議の実行計画に，過労を防止する長時間労働
の是正のほか，病気と仕事の両立支援の推進を盛
り込んだり，2015 年 12 月施行の改正労働安全衛

生法において労働者の心の健康への配慮を目的に
企業にストレスチェックを義務化するなど，働く
人の健康を意識した法整備を進めている。法制度
以外にも，政府は健康経営に積極的な企業を表彰
したり，取り組みが進んでいる企業の優良事例を
紹介したりなど，健康経営の推進にも力を入れて
いる。こうした背景には，労働者の健康維持・増
進は，増大する医療費の抑制だけでなく，生産性
の向上にもつながるという発想がある（例えば，
経済産業省 2016, 2017）。

健康は，人間の幸福を規定する要素として不可
欠である。しかし，健康になるとなぜ生産性が上
がるのか。健康を維持するための投資（健康資本
投資）の費用は誰が負担すべきか。健康増進の費
用対効果はどの程度あるのか。健康と労働に関心
が集まっている中，健康と生産性との関係を経済
学の観点から体系的に検討したものは必ずしも多
くない 2）。そこで本稿は，健康と生産性との関係
について，経済学の先行研究を中心に関連分野も
含めて広く概観することを目的としている。

本稿の構成は以下のとおりである。まず，Ⅱで
は，健康と生産性に関連する研究を分野横断的に
眺め，先行研究では，「健康」と「生産性」をど
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注：  調査時点において，傷病（病気やけが）で病院や診療所（医院，歯科医院，施術所）に通っていると答えた人。図
中の折れ線は，就業者人口に占める就業しながら通院している人の割合。

出所：『国民生活基礎調査』（厚生労働省）および『労働力調査』（総務省統計局）より筆者作成。

図 1　通院者数の時系列推移
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のような指標で捉えてきたかを概観する。Ⅲで
は，人的資本としての健康資本投資について経済
学の捉え方を簡単に整理したうえで，続くⅣでは
健康と生産性との関係について，マクロ・個人・
企業レベルのそれぞれの視点から既存の実証研究
をレビューする。Ⅴでは，健康資本投資のコスト
は誰が負担すべきかについて，これまでの研究の
蓄積を概観する。Ⅵでは今後の課題として残され
ている点を考察する。

Ⅱ　健康と生産性の研究─概観

図 3 は，経済学および関連分野で用いられてい
る健康と生産性に関連するキーワードを整理した
ものである。図では，先行研究から抽出した主要
なキーワードを，大きく 3 つのグループ（①方法・
施策，②健康指標，③生産性指標）に分類している。
健康と生産性にまつわる先行研究の大半は，どの
ような方法や施策が健康に影響を与えるのか（①
→②），健康になると生産性は上がるのか（②→
③），どのような施策や介入が生産性を向上させ
るのか（①→③）という，3 つのタイプに分類さ
れる。

方法・施策（①）には，健康に不可欠な衛生や
栄養，健康診断やその他の労働安全衛生のための
法制度，障がい者年金や医療保険などの社会保
障，職場環境や働き方など，健康になるための方
法や施策（strategies）を分類している。健康指標

（②）には，「健康」を測る指標（health measure）
として先行研究で用いられてきた主要な変数をリ
ストアップした。健康という状態を捉えるための
指標や尺度が，実に多様であることが分かる。③
には，アウトカムに相当する生産性指標（productivity 
measure）に関連するワードを整理している。②
と同様，③の生産性についても用いられている指
標は区々であり，さらに集計（マクロ）レベル，
企業レベル，個人レベル等によっても異なる指標
が採用されている。

これらの概観からは，健康と生産性は共に唯一
の指標があるわけではないこと，そして健康も生
産性も実際の計測が難しいことがわかる（健康の
定義および計測の困難性についてサーベイをした
Currie and Madrian 1999 を参照）。また，次節から
詳しくみていくとおり，両者の因果性の特定化も
たやすいことではない。特に経済学がこだわって
きたのは，図 3 の太い矢印のそれぞれについて逆
方向の関係（逆の因果性）がある可能性である。
例えば，健康だから生産性が高くなるという因果
性が考えられる一方で，生産性が高いために賃金
や所得が高く，結果として健康増進にお金をかけ
られたり，衛生的なインフラを整備できたり，と
いう因果性を考えることもできる。実際には因果
性は両方向に働いていると考えるのが妥当だが，
経済学では，逆の因果性を排除したうえでも，本
当に健康が生産性を向上させるのか，という問い
に答えを出すことに注力してきた。以下では，こ
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注：  調査時点において，傷病（病気やけが）で病院や診療所（医院，歯科医院，施術所）に通っていると答えた人を，同じ年齢（5 歳階級）の
人口で除した値。

出所：『国民生活基礎調査』（厚生労働省）より筆者作成。

図 2　年齢（5歳階級）・性別の通院率
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の逆の因果性の問題を認識しつつ，経済学の文献
を中心に，関連分野も含めて健康と生産性との関
係をレビューしていくこととする。

Ⅲ　人的資本としての健康─健康資本
投資

健康は人間の厚生を規定する重要な要素であ
る。しかし，Topel（2017）は，「健康（health）」
というワードが経済学の文献のタイトルに登場し
たのは 1950 年代以降であり，経済学において健
康は比較的新しい領域であると述べている 3）。健
康という概念を明示的に理論モデルの中に取り入
れ， こ の 分 野 の 嚆 矢 と な っ た の は Grossman

（1972）である 4）。Grossman（1972）は，Mushkin
（1962）で示された人的資本としての健康という
概念を，Becker（1965）のモデルに組み込み，生
産に必要な人的資本（human capital）には，教育
や技能スキルだけでなく，健康も含まれることを
明示的に示した。Grossman（1972）のモデルでは，
教育や技能スキルのストックは，市場や非市場の

生産性を左右するのに対して，健康ストックは所
得の獲得や生産活動に費やすことができる総時間
を規定する。そして，個人は，生産活動から効用
を得るが，全ての生産活動には時間が必要であ
り，その時間の長さは健康であることに依存する
と考える。全ての市場・非市場生産活動は，時間
があることによって初めて可能となる。例えば，
所得を得るためには自身の時間を市場生産（労働）
に費やす必要がある。そしてそこで得た所得を
使って余暇時間に行う映画鑑賞という生産活動
は，映画のチケットというサービスの購入だけで
なく，映画をみることができる健康な時間がある
ことによって初めて効用を得ることができる。
Grossman（1972）のモデルでは，個人が使うこ
とができる総時間は健康ストックに依存するとさ
れ，その健康ストックは，加齢とともに減耗して
いくものの，投資をすることによって減耗を少な
くし，ストックを補てんすることができる。した
がって，健康診断を受けたり，栄養をとったり，
運動など健康管理に気を付けるような健康投資の
時間を設けることは，健康ストックを増やし，結

②健康指標
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衛生 平均寿命 身長と体重（BMI）栄養 死亡率 病欠休暇（absenteeism）教育（啓蒙） 健康状態（主観的健康）健康診断 健康状態（客観的健康：健診結果，レセプト情報）労働安全衛生 健康増進 身体機能　　　　障がい社会保障 職場環境 メンタルヘルスその他の法制度　　 仕事の資源 幸福度 ワークエンゲイジメント働き方

集計レベル 個人レベル
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　TFP 　労働時間
　利益率，売上高 　離職

③生産性指標

時間当たりの生産性
労働者一人当たりの生産性
国民一人当たりの生産性

図 3　健康と生産性に関する研究のキーワード一覧
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果として将来の生産活動に使うことができる健康
な時間を増やすことにつながる。つまり，学校で
勉強することによって将来より多くの生産が可能
になるという意味で教育が人的資本投資であるこ
とと同じように，健康になるために現在の時間を
投資として使うこともまた，将来の生産活動に使
用することができる時間を増やすという意味で人
的資本投資とみなすことができる（これを，健康
資本投資〈health capital investment〉と呼ぶ）。こ
うした考え方に基づけば，健康（＝寿命）は天か
ら与えられたもの（外生変数）ではなく，人的資
本投資という行為を通じて維持・補てんすること
も可能な，内生変数と位置づけることができる。
このモデルでは，加齢とともに減耗していく健康
ストックを健康資本投資によって補てんすること
で生涯の生産可能時間を増加させるという意味
で，健康が生産性を向上させるという含意につな
がっている。

なお，教育と健康という2つの人的資本間には，
以下のようにいくつかのルートを通じた相互作用
もあることが考えられてきた（Grossman 1972; 
Grossman and Kaestner 1997; Becker 2007）。第一
は，教育水準が上がると生涯の期待所得も上が
り，資産効果から健康増進への支出を増やす結
果，生産活動に費やすことができる時間が長くな
る。第二は，教育水準が高い人は良い医者や健康
的なライフスタイルに関する知識，その他の健康
にまつわる有益な情報にアクセスしやすいため，
よりリターンの大きい健康資本投資を行うことが
できる。第三として，健康になると長生きになり，
投資の回収期間が長くなるので，より教育投資を
行うインセンティブも高くなる。

また，投資の際には主観的割引率も重要な要因
である。主観的割引率が高い人は将来のリターン
を大きく割り引いて現在を優先させてしまうた
め，投資を行わない傾向にある。一方，主観的割
引率が低い人は今を我慢して未来に投資をするこ
とができるため，将来投資の果実を享受すること
ができる。教育の経済学では，この主観的割引率
の違いが高等教育への進学の有無を決定する一要
因であることが示されてきたが，主観的割引率が
低いと，教育水準が高くなるだけでなく，上記の

ルートを通じて健康資本投資にも影響を与える。
また，教育水準が高くなると，将来のことをより
考えるようになるため，割引率が低くなり，結果
として健康資本投資を行う確率も高くなるという
指摘もある（Becker 2007）。

Ⅳ　健康資本が高まると生産性は上がる
のか

それでは健康になると，実際に生産性は上がる
のか。以下では，集計レベル，個人レベル，企業
レベルの 3 つに分けて，実証分析を中心に先行研
究を概観する。

1　集計（マクロ）レベルの研究

健康と生産性との関係を解明する実証研究で比
較的早い段階で蓄積が進んだのは，集計データを
用いた国際比較の歴史研究である。国別に，縦軸
に平均寿命（≒健康度）と横軸に一人当たり所得

（≒生産性）をとると，プラスの相関が観察され
る。両者の関係については，所得が高ければ，栄
養をたくさんとることができるだけでなく，衛生
面のインフラを整備したり，良質な医療サービス
を受けたりすることができることから，「所得→
健康」という因果性の存在は古くから指摘されて
きた。その逆の関係，つまり「健康→所得」とい
う因果性が注目されるようになったのは，1980
年代以降のことである。

Bloom and Canning（2000）は，マクロレベル
で健康が生産性に影響を与えるのは，主として 4
つのルートがあると述べている。第一は，健康な
労働者は生産可能な時間が長いことに加えて，身
体的なエネルギーが豊富で，精神的にも安定して
いるので，労働損失が少なくなる。また，家族の
介護や看護ケアも少なくなれば，労働損失はさら
に少なくなる，というルートである。第二は，健
康で長生きの可能性が高くなれば，より長期に投
資の回収が可能となることから，教育投資を増加
させるインセンティブが高くなり，教育水準が上
がる結果，生産性が上がる，というⅢでも述べた
教育を通じたルートである。第三は，健康で長生
きの可能性が高くなると，その分貯蓄をする人も
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増える。一国の貯蓄が増えれば投資が促進される
ため，所得の増加につながるほか，健康で教育水
準が高い人の割合が増えれば，それだけ海外から
の投資を誘発することもできる，という貯蓄と投
資を通じたルートである。第四は，乳幼児の死亡
率が低くなると，その子どもたちが十数年後には
労働力となる結果，一国の所得も増加する，とい
う人口ボーナスを通じたルートである。また，乳
幼児死亡率の低下は出生率の低下につながること
から，女性の労働市場参加が促進されることにも
つながる。

こうした考え方の裏付けとなる実証研究の嚆矢
となったのは，イギリス，フランス，ノルウェー
などの 18 世紀以降の長期時系列データを用いた
フォーゲルによる一連の研究である。Fogel（1991, 
1994）は，健康の代理指標として，各時点におけ
る各国の平均身長と平均体重を採用し，身長と体
重の増加に伴って死亡率が顕著に低下することを
示した。身長は子ども時代，体重は成人後の栄養
の多寡を反映していると考えられている。フォー
ゲルによれば，19 世紀前後のイギリスでは，カ
ロリー摂取量が下位 3 % 未満の人は栄養不足の
ため全く働くことができず，下位 3 〜 20% の人
は軽作業の労働が 6 時間程度（重労働は 1.09 時間）
しかできないくらいであったと指摘する。そし
て，1790 年から 1980 年にかけてのイギリスの一
人当たり GDP の上昇分の約 30% は，栄養の改善
によって説明されると試算している。

その後も，ソローの成長会計の考え方に基づ
き，クロスカントリーデータを利用した多くの文
献（Knowles and Owen 1995, 1997; Rivera and 
Currais 1999a,b; Bloom, Canning and Sevilla 2004;  
Cole and Neumayer 2006）において，教育水準を
加味したうえでも，健康が所得の増加（GDP 成長
率）につながるとのエビデンスが示されるように
なった。ただ，これらの文献の多くは，健康を捉
える尺度としてはやや粗い，平均寿命を用いてお
り 5），この指標が健康の代理変数として適当かど
うかは疑問の余地が残る。また，フォーゲルが示
しているように飢餓の時代であれば，栄養が良く
なれば死亡率は低下し 6），生産活動に従事する人
口も増えるので一国の生産は増える。ただし，多

くの人が飢餓状態ではなくなった成熟社会におい
ても，さらに健康増進すれば生産性が高まるのか
については示されていない。例えば，Knowles 
and Owen（1995）においても，対象とした 77 カ
国中，先進国に該当する 22 カ国のみのデータに
限って分析すると，平均寿命と成長率との間には
統計的な有意性がなくなることが示されている。

2　個人レベルの研究

（1）賃金との関係
続いて以下では，個人レベルで，健康と生産性

との関係を検証した文献を概観する。教育に関す
る人的資本には，一般スキルと企業特殊スキルが
あることは良く知られているとおりである。前者
は学校教育などで習得するスキルであり，転職し
ても他の企業でも通用するポータブルな資本なた
め，教育投資の費用を企業が負担する合理性はな
い。したがって高等教育は原則として個人が負担
することになる。市場メカニズムが働いていれ
ば，どの企業でも通用する一般スキルの多寡はそ
のまま賃金に反映されると考えられる。これに対
して企業特殊スキルは，その企業でしか通用しな
いスキルのため，企業が投資費用を部分的に負担
するかたちで人的資本を形成すると考えられてい
る。この場合，投下した費用はスキルの形成後に
回収することになるため，一時点においては生産
性と賃金が一致しないことになる。

この考え方をそのまま健康に当てはめるなら
ば，健康は労働者に付随するものであることか
ら，健康を人的資本と解釈するならば，一般スキ
ルに分類されると解釈するのが一般的である。そ
して，もし健康が生産性を高め，それが市場でき
ちんと評価されるのであれば，健康な労働者ほど
市場賃金が高くなるはずである。こうしたロジッ
クに基づき，個人レベルでの健康と生産性に関す
る経済学の分析では，生産性を賃金とみなし，健康
と賃金との関係を検証する研究が蓄積されてきた。

これまでの研究を総括すると，健康な人ほど賃
金が高い傾向は多くの研究で観察されている

（Currie and Madrian （1999）では，米国の研究を中
心に包括的なレビューを行っている）。米国以外の
分析としては，イギリスの British Household 
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Panel Survey（BHPS） を 用 い た Contoyannis 
and Rice（2004），オーストラリアの Household, 
Income and Labour Dynamics in Australia

（HILDA） を 用 い た Cai（2009）， 欧 州 14 カ 国 の
European Community Household Panel（ECHP）
を用いた Gambin（2005），ドイツの German Socio-
Economic Panel（GSOEP） を 用 い た Jäckle and 
Himmler（2010）など，2000 年代以降は特にパネ
ルデータを用いた分析が蓄積されてきた。日本に
ついては，「日本版総合的社会調査」（JGSS）を利
用した湯田（2010），「慶應義塾家計パネル調査」

（KHPS）を利用した上村・駒村（2017）などがある。
これらの文献でも，特に男性については健康な労
働者ほど，賃金が高い傾向にあることが報告され
ている 7）。

ただし，健康と賃金との関係を検証したこれら
の研究では，主として以下の 4 つの課題が指摘さ
れてきた。第一は，健康指標として用いられてい
るものの多くが，本人の主観的健康度であり，真
の健康状態との計測誤差が大きい可能性である

（Bound 1991）。計測誤差に関しては，賃金や時間
当たりの賃金率を計算するために必要な労働時間
の情報も，粗い階級値の情報を用いている研究が
多い。第二は，健康だから賃金が高いのか，それ
とも賃金が高いから健康を増進することができる
のかという，内生性の問題への対処である。多く
の研究は，これらの問題に対処するため，健康と
は相関するものの，賃金とは相関がない操作変数

（例えば，通院の回数やスポーツクラブの会員である
かどうか，一週間の運動の回数など）を用いてこの
問題への対処を試みている。ただし，これらの操
作変数は賃金とも相関が高いと考えられるものも
多く，結果は幅を持ってみる必要がある。第三は，
観察されない異質性の存在である。分析者からは
観察することができない，遺伝など元来の個体差
が健康状態と相関している場合，推定値にはバイ
アスが生じてしまう（欠落変数バイアス）。2000 年
代以降にパネルデータを用いた研究が増加した背
景には，こうした異質性への対処が関係してい
る。第四は，健康ではない人ほど就業確率が低い
ことから，存在する賃金のデータは健康な人のも
のに偏ってしまうというサンプルセレクションバ

イアスの問題である。この点については，セレク
ションバイアスを補正した Jäckle and Himmler

（2010）などがあるものの，こうした研究の蓄積
はさらに進めていく必要がある。
（2）賃金以外の労働変数との関係
賃金以外には，就業の有無や労働時間の長さな

ど，労働供給行動から健康と生産性との関係を検
証する文献もある。就業や労働時間はいずれも生
産活動の長さを表す指標であり，生産性の代理変
数として考えることができるためである（2000 年
代以前の文献のサーベイは，Currie and Madrian 
1999 を参照）。

健康と就業との関係を検証する際にも，前節で
示した健康と賃金との関係と同様，いくつかの問
題が指摘されてきた。第一の問題は，上述と同様
に内生性の問題である。例えば，引退後は市場価
値を保つインセンティブが低下するため，認知能
力の衰えを補てんする健康投資が行われなくなっ
たり，人との交流の機会が減少したりする結果，
特に認知能力が低下してしまう可能性が考えられ
るが，引退以前の認知能力の低下が引退を決定づ
けたのかを識別することは難しい。第二の問題も
上述と同様，多くの経済学の研究で用いられてい
る主観的な健康度の計測誤差の存在である。特に
就業との関係では，回答者の主観的健康度の回答
に自己正当化バイアス（justification bias）が入っ
てしまう可能性が指摘されている（Cai 2010）8）。
自己正当化バイアスとは，引退して仕事をしてい
ないことを正当化する言い訳として，真の健康度
よりも過剰に健康が悪いことを主張してしまうバ
イアスのことである。第三は，引退の決定には，
認知能力の低下度合いや，時間割引率の違い，引
退前に就いていた職業のタスクや労働強度の違い
など，健康以外の要因にも影響をうけると考えら
れるが，これらの情報が十分に考慮されていない
という点である。

こうした問題に対処する試みとしては，最近で
は，予期していなかった急な入院や，三大疾病

（「がん」「心臓の病気」「脳卒中・脳血管疾患」）の発
症など，健康への大きな負のイベントが生じた際
に，その後の就業がどの程度影響を受けるかを検
証する方法などがとられている。就業中の急な入
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院や大きな病気の発症は，健康に関する突然の負
のショックと考えられるので，そうしたショック
がその後の就業に影響するかどうかを把握するこ
とができる。オランダ人を対象に，病院から直接
入手した患者の入院情報と，税務データを突合し
た Garcia-Gomez et al.（2013）の分析によれば，
病気により入院した人の 2 年後の就業確率はそれ
以外の人と比べて 7 % ポイント低くなること，年
収は 5 % 低下することが示されており，3 年後以
降も就業確率や所得が回復する傾向は認められな
いことが示されている。欧州諸国の労働者を 10
年間追跡したパネルデータを利用した Trevisan 
and Zantomio （2016）は，男性については三大疾
病を発症すると労働市場から退出する確率が 2 倍
に上がるが，女性については健康と就業との間に
は明確な関係がないことが報告されている。日本
のデータを用いた研究としては，岩本（2000）や
大石（2000），最近では中高年を対象とした「健
康と引退に関するパネル調査」（国立社会保障・人
口問題研究所）を用いた濱秋・野口（2010）の分
析がある。内生性を考慮した濱秋・野口（2010）
では，三大疾病の罹患歴は，男性については無職
確率を 48 〜 54% ポイント高めることを示してお
り，傷病の発症が中高齢者の労働市場からの撤退
を促す大きなきっかけとなっていると報告してい
る。ただし，女性については，健康状態と労働参
加との間に統計的に有意な関係はないことも示し
ている。

一方，健康が就業に与える影響を取り除いたう
えで，就業が健康に及ぼす影響についての分析も
行われている（Tsai et al. 2005）。これらの研究で
示された結果は区々である。例えば，パネル調査
の初期の時点で予め聞いておいた設問（「高齢に
なったときに，働いているかどうか」という主観確
率）を操作変数として用いた Insler（2014）では，
退職後のほうが喫煙や運動習慣が改善される結
果，健康になると報告している。一方，Cai（2010）
は，就業は男性については健康を悪化させる方向
に作用する一方，女性については就業することに
よって健康増進につながることが示されている。
また，Mazzonna and Peracchi （2017）による職
種別の分析では，身体的に労働強度が強い職種に

携わっていた人は，引退によって心身の健康およ
び認知能力が回復するという結果を得た一方，そ
の他の多くの職種については，引退は長期的には
健康・認知能力ともにネガティブな影響として作
用 す る こ と が 示 さ れ て い る。Mazzonna and 
Peracchi （2017）では，認知能力（記憶力，言語能
力，計算能力）を測定するテスト情報を用いてお
り，今後は，認知能力と就業との関係についても
研究が蓄積されていくことが望まれる。

なお，健康と就業との関係を検証した分析に比
べると，健康と労働時間との関係を明らかにした
研究は相対的に多くない。最近の文献では，
HILDA を 利 用 し た Cai and Kalb（2007），Cai, 
Mavromaras and Oguzoglu （2014）などがあり，
健康の悪化が労働時間の減少につながっているこ
とが示されている。日本のデータを用いた検証と
しては，濱秋・野口（2010）が三大疾病の罹患歴
は中高年男性の週当たりの労働時間を約 11.5 時
間減少させることを示しているほか，『国民生活
基礎調査』を利用した泉田（2015）も短時間労働
者を対象とした場合，健康状態が悪い人ほど短時
間労働となっている可能性を指摘している 9）。
（3）その他の生産性指標への影響
経済学では，賃金や就業などの労働変数を生産

性の指標とするのが一般的であるのに対して，疫
学や産業保健などの他分野の研究では，個人レベ
ルの生産性としてアブセンティイズム（absenteeism）
やプレゼンティイズム（presenteeism）の指標を用
いた研究の蓄積が進んでいる。アブセンティイズ
ムとは，傷病による欠勤のことであり，プレゼン
ティイズムとは出勤はしているものの，健康上の
問題によりフル稼働できていない状況を指す。ど
ちらも健康上の理由で生産性が低下している状態
と考えることができる。経済学でアブセンティイ
ズムやプレゼンティイズムを対象とした研究がこ
れまでそれほど多く行われてこなかった背景に
は，市場メカニズムが十分に機能していれば，生
産性は賃金や雇用に反映されるはずという前提が
あることも関係していると思われる。しかし，健
康に関する情報の非対称性は大きく，疫学や産業
保健の分野では，特にプレゼンティイズムが多大
な損失となっていることが指摘されてきている 10）。
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プレゼンティイズムの計測は，質問紙に示され
た問いに対して自己記入形式で回答するタイプの
指標であり，国際的に広く使われている指標とし
て，WHO の Health and Work Performance 
Questionnaire（HPQ），タフツ大学の Work Limi- 
tation Questionnaire（WLQ），スタンフォード大
学の Stanford Presenteeism Scale（SPS），Reilly 
Associates の Work Productivity and Activity 
Impairment Questionnaire（WPAI），日本において 
は産業医科大学の Work Functioning Impairment 
Scale（WFun11））などがある。これらは基本的に，
仕事で通常発揮できるパフォーマンスのレベルを
100% とした場合に，健康を理由とするパフォー
マンスの低下はどの程度かを自己回答方式で把握
するタイプの設問で構成されている。なお，アブ
センティイズムもプレゼンティイズムも，損失の
試算は賃金換算で行われることが一般的であ 
る（human capital approach）。例えば，ある個人が 
プレゼンティイズムにより生産性が 50% しか発
揮できていない場合，その個人の月給が 30 万円
だとすると，15 万円分が 1 カ月当たりの企業に
とっての損失（生産性の低下分）という試算とな
る。ただし，賃金をベースとした試算はコストの
下限と考えるべきとの指摘（Pauly et al. 2002; 
Nicholson et al. 2006）もあり，この点は次節で詳
しく取り上げる。

約 37 万人の米国人の傷病別の医療費のデータ
と，WPAI のデータを突合させプレゼンティイ
ズムの損失額を 10 大傷病（心臓病，うつ病，関節
炎など）別に試算した Goetzel et al.（2004）によ
れば，直接的な医療費よりもプレゼンティイズム
による損失のほうが 18 〜 60% 高いことが示され
ている。同様の研究としては，約 5 万人分のレセプ
トデータと HPQ を突合した Loeppke et al.（2009）
でも，プレゼンティイズムの平均コストは医療・
薬剤費の 2.3 倍に相当すること，傷病別では特に
うつ病や不安障害などの精神疾患においてプレゼ
ンティイズムが大きいことが報告されている。こ
のほか，130 万人分のサーベイデータと WLQ を
利用した Mitchell and Bates （2011）は病気を発
症している人としていない人とを傾向スコアを用
いてマッチングさせたうえで，どの程度プレゼン

ティイズムが異なるかを計算しており，精神疾患
のほか，腰痛や高血圧といった疾患もプレゼン
ティイズムによる生産性の低下が大きいことを示
している。

日 本 の 最 近 の 研 究 と し て は，Wada et al. 
（2013），Suzuki et al. （2015），Nagata et al. （2018）
などがある 12）。約 6800 人の日本人男女を対象に
5 つの傷病（腰痛・肩こり，精神疾患，頭痛，腹痛，
不眠）別に SPS 尺度でプレゼンティイズムのコ
ストを試算した Wada et al. （2013）では，1 カ月
当たりの傷病休暇（アブセンティイズム）による
損失は 57 〜 228 ドルであるのに対して，1 カ月
当たりのプレゼンティイズムによる損失は 426 〜
594 ドルであることを示しており，アブセンティ
イズムに比べてプレゼンティイズムの損失がはる
かに大きいことや，傷病別にみるとアブセンティ
イズムとプレゼンティイズムによる合計損失額が
最も大きいのが精神疾患であることが報告されて
いる。そこで，精神疾患を発症することによるプ
レゼンティイズムのコストに着目した分析を行っ
ているのが Suzuki et al. （2015）である。約 1800
人の日本人男女を対象として，K613）尺度でメン
タルヘルスの度合いを，HPQ からプレゼンティ
イズムを計測した Suzuki et al. （2015）では，K6
の点数が 13 点以上（深刻な精神疾患が疑われるカッ
トオフポイント）となったグループは，13 点未満
の健常なグループに比べて，1 年後のプレゼン
ティイズム尺度が下位 30% に入る確率が 3.67 倍
となることが報告されている 14）。Nagata et al. 

（2018）は，製薬会社 4 社に勤める約 1 万 3000 人
の日本人男女を対象にアンケート調査を行い，個
人毎の 10 の傷病の有訴状況や病欠の日数，プレ
ゼンティイズムの度合いについての情報とレセプ
トのデータを突合させて，医療費・薬剤費，アブ
センティイズム，プレゼンティイズムの各コスト
を計算している。同論文では，一人当たりの年間
のコストは，医療・薬剤費が 1165 ドル（総コス
トの 25%）に対して，アブセンティイズムが 520
ドル（同 11%），プレゼンティイズムが 3055 ドル

（64%）であり，プレゼンティイズムの平均コス
トは医療・薬剤費の約 3 倍に相当することが示さ
れている。
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3　企業レベルの研究

前節 2（3）のプレゼンティイズムによる生産
性の損失の計算は，従業員が出勤していても必ず
しもフルに生産性を発揮していないという意味
で，企業にとって大きな損失が発生していると解
釈できる。ただし，個々人の自己回答形式の生産
性尺度を損失として賃金に置き換え，それらの損
失を足しあげて企業全体の損失とみなすには，一
定の留保が必要である。第一に，自己回答形式は
主観指標のため，性格や国民性なども反映されて
しまう可能性がある。例えば，実際よりもやや大
げさにアピールする気質の人が多い国に比べて，
日本人のようにやや控えめであることが美徳であ
る国では，自身の生産性の評価も異なるかもしれ
ない。第二は，現代の職場の多くはチーム生産で
ある点である。チーム内のほとんどのメンバーの
健康状態は良好でも，チームの中のある労働者の
健康状態が悪く，プレゼンティイズムが発生して
いれば，チーム全体の生産が滞ってしまう可能性
がある（Pauly et al. 2002; Zhang et al. 2015）。一方
で，チーム生産の場合，ある労働者の生産性が健
康悪化によって低下していたとしても，周りの労
働者がより頑張って働くことでその生産性の低下
をカバーしている可能性も考えられる。プレゼン
ティイズムの尺度は自身の通常の力が 100% 発揮
できている状態を上限としているものが一般的で
あり，通常よりも 150% の力で頑張るようなケー
スは想定されていない。第三は，ある労働者の悪
い健康状態が，職場内の同僚に伝播してしまう可
能性である。チームの生産性の低下をカバーする
ために短期的には 100% 超の力を発揮している同
僚の中には，そうした状態が続けば中長期的に健
康を害してしまう可能性もある。また，例えばメ
ンタル不調に悩む労働者が職場に存在すると，健
康面で問題がない周りの労働者の士気や職場の雰
囲気も悪化し，職場全体の生産性も低下させてし
まう可能性も考えられる。第四は，採用・訓練費
用の埋没化による損失が含まれていないことであ
る。労働者が長期的に傷病休暇をとる場合，休暇
中に生産を代替する別の労働者の採用費用や訓練
費用が新たに発生するほか，当該労働者が離職し

てしまった場合にはそれまでに投下した採用・訓
練費用が回収できないという問題が発生する。多
くのプレゼンティイズム（やアブセンティイズム）
の研究で採用されているhuman capital approach
による計算は，あくまでも労働者としてその企業
に留まっている人の賃金換算した生産性の低下の
合計であり，病気で休職した人の代替費用や，離
職した人に投下した諸々の固定費用は含まれない

（この点を考慮した計算方法としては，friction cost 
approach がある。Koopmanschap et al. 1995；Zhang 
et al. 2011 などを参照）。これらの点を総合すると，
賃金をベースとした計算方法は，損失の下限に過
ぎない可能性が示唆される。

従業員の健康は企業の生産性にどの程度の影響
を与えているのだろうか。健康と企業業績との関
係に着目した研究は，まだ国内外を通じて多くは
なく，今後の研究蓄積が望まれるテーマである。
産業保健の分野では，Fabius et al.（2013：2016）
が，米国で従業員の健康増進や労働安全衛生に努
める企業に表彰する Corporate Health Achievement 
Award （CHAA）15）に注目して，1996 年の第 1 回に
CHAA を表彰された 31 社（表彰群）のその後の
株価と，S&P500（非表彰群）の株価を比較して
いる。その結果，20 年近くにわたって CHAA 群
の平均株価が S&P の平均株価を上回っているこ
とが示され，従業員への健康投資が生産性を上
げ，それが企業の業績の代理指標である株価に反
映されていると解釈している。ただし，Fabius 
et al.（2013：2016）の分析は，表彰群と非表彰群
の平均株価の推移を単純に比較しているに過ぎ
ず，企業毎の属性や表彰時点での財務状況の違い
などはコントロールされていない。元々業績が良
く，財務力がある企業が，従業員の健康増進にも
コストをかける余力があるということを示してい
るに過ぎない可能性もあり，逆の因果性を排除で
きない。また，賃金が高く，なおかつ福利厚生が
充実している企業ほど，生産性が高い労働者が集
まるという可能性もある。

一方，経済学の研究としては，フィンランドの
製造業約 1000 事業所のパネルデータと労働者の
満足度調査（フィンランド版 ECHP）とを突合さ
せた Böckerman and Ilmakunnas （2012）が，固
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定効果操作変数法を用いて従業員の満足度が高い
事業所ほど時間当たりの労働生産性が高い傾向に
あることを示している。この論文は，従業員の満
足度を心の健康の代理変数とみなせば，メンタル
ヘルスが良好な従業員が多いほど企業レベルの労
働生産性が高くなっていると解釈することもでき
る。日本のデータを扱った研究としては，経済産
業研究所で実施した約 400 社の企業パネルデータ
を利用し，企業から収集した従業員のメンタルヘ
ル ス の 状 況 と， 財 務 デ ー タ を リ ン ク さ せ た
Kuroda and Yamamoto（2016a）がある。固定効
果操作変数法を用いた分析結果からは，メンタル
不調による休職・退職者比率が高い企業は利益率
が低くなる傾向にあることが報告されている。こ
のほか，米国企業約 4200 社の医療保険の一人当
たり保険料を企業の健康資本投資の代理変数とみ
なした Holland（2017）では，保険料の企業負担
割合が高くなるほど企業の全要素生産性が高くな
ることを固定効果モデルで示している。

これらの研究結果からは，従業員の健康（もし
くは健康資本投資）が企業の生産性に影響を及ぼ
している可能性を示唆する。ただし，Böckerman 
and Ilmakunnas （2012）については，満足度とメ
ンタルヘルスは必ずしも一対一対応ではない可能
性（Kuroda and Yamamoto 2016b） が あ る ほ か，
この論文では事業所データと従業員の満足度調査
が 1 人でも一致する場合はマッチデータとしてサ
ンプルにカウントしており，一従業員の満足度が
その事業所に勤務する従業員の平均的な満足度を
反映しているかどうかは不明であるなどの問題点
もある。また，メンタル不調による休職・退職者
比率の高さをその企業の従業員の平均的なメンタ
ル ヘ ル ス の 代 理 変 数 と し て い る Kuroda and 
Yamamoto（2016a）の前提の妥当性も追加的な検
証が必要である。さらに，これらの 2 論文は，生
産性が高いために賃金が高くなり，結果として従
業員の満足度やメンタルヘルスが良くなるという
逆の因果性に対処するための操作変数にも改善の
余地が残されている。Holland（2017）について
も同様に，生産性が高い企業が医療保険料負担を
上げる余力があるという逆の因果性も完全には排
除できていない。健康経営の重要性が注目される

中，従業員の健康が企業の生産性に与える影響の
検証は喫緊の課題である。レセプトデータと企業
財務データを突合させたデータの利用や，法制度
の変更などを操作変数として利用するなど，より
厳密な研究の蓄積が望まれるテーマである。

なお，産業心理学の分野では，より現場に近い
レベルで，職場環境の改善が従業員の健康ひいて
は生産性の改善につながるという研究が数多く 
蓄積されてきた。その中でも，2000 年代以降に
急速に普及した概念として，ワークエンゲイジメ
ントがある（Schaufeli and Bakkar 2004; Schaufeli, 
Bakkar and Salanova 2006; Shimazu et al. 2008; 
Shimazu and Schaufeil 2009；日本語で解説した文献
として島津 2016 や大塚 2017 など）。労働者が生き
生きと働く度合いを測るワークエンゲイジメント
は，ポジティブなメンタルヘルスの尺度であり，
職場における「仕事の資源」を充実させることに
より労働者のワークエンゲイジメントを高め，そ
れが生産性の向上につながると解釈されている。
仕事の資源には，経営層との信頼関係，公正な人
事評価やキャリア形成，上司や同僚の支援や，仕
事上の裁量の度合いや役割の明確さなど，様々な
項目が含まれる。ただし，ワークエンゲイジメン
トと仕事の資源との関係を取り扱った論文の蓄積
はかなり進んでいるものの，従業員のワークエン
ゲイジメントが高まるとどの程度生産性が上がる
のかを，特に経済的な尺度で検証した研究はまだ
あまり検証が進んでいない。数少ない研究の中で
代 表 的 な も の と し て は，Xanthopoulou et al. 

（2009）がある。同論文では，ギリシャのファス
トフード会社の 3 つの店舗に勤務する従業員を対
象に 1 カ月にわたって日記法による調査を行い，
日々のワークエンゲイジメントの度合いと売り上
げとの関係を検討した結果，従業員のワークエン
ゲイジメントが高いほどそのシフトでの売り上げ
が大きいことを示している。仕事の資源を通じた
ワークエンゲイジメントの向上が，経済的な尺度
でみた生産性の向上にどの程度つながるかについ
ては今後の蓄積が望まれる研究テーマである。
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V　健康資本投資は，誰が負担すべきか

1　企業が負担すべきか

昨今のわが国では健康経営が推進されている
が，企業は果たして従業員の健康資本投資の費用
を負担すべきだろうか。IV2（1）で述べたとおり，
健康が企業特殊資本ではなく，労働者に付随する
ポータブルな一般資本だとするならば，企業が健
康資本投資のコストを負担する合理的な根拠はな
い。この点については，医療保険料の事業主負担
の是非について考察している Currie and Madrian

（1999）のロジックを援用することができる。
Currie and Madrian（1999）は，企業が保険料を
負担する場合には，最終的にはその費用は賃金に
反映されるため，賃金は高いが保険料負担がない
場合と，賃金は低いが保険料を事業主が負担する
場合とでは，労働者にとっては無差別になるはず
であると述べている。なぜならば，高い賃金をも
らって自分で保険料を支払ったり，健康投資にお
金を使ったりすることと，低い賃金の代わりに健
康に関する制度が手厚い場合とでは，理論的には
どちらも同じだからである。むしろ，企業が健康
資本投資に対する労働者の真の選好がわからない
場合や，個人は異質なため人によって望ましい投
資額が異なるにもかかわらず，従業員に一律の
サービスしか提供できない場合には，事業主が負
担する場合のほうが労働者の効用が下がる場合も
考 え ら れ る。Currie and Madrigan（1999） は，
それにもかかわらず，現実の世界で企業負担が好
まれるとしたら，労働者が私的に購入する際の健
康投資の価格に比べて，事業主が購入する際の価
格のほうが低い場合があるためではないかと述べ
ている。この場合には，事業主にコストアドバン
テージがあるため，企業のほうが，個人では不可
能なより多くの健康資本投資が可能となる。コス
トアドバンテージがある理由としては，①保険料
は課税対象とならないことや，②事業主ベースの
医療保険は基本的に労働者が加入するのに対し
て，私的な医療保険は働いていない人も加入して
おり，一般的に働いていない人の中には健康では
ない人も含まれる確率が高いことから保険料が高

くなりやすいこと，③企業が保険料を一括管理す
ることで事務処理コストが軽減できることなどを
挙げている。このほかにも，事業主側が健康投資
に積極的になる理由として，健康増進に対してよ
り意識が高い人を採用することができるというセ
ルフセレクションの可能性や，そうした健康意識
が高い人の離職を抑制することができるという可
能性も挙げている。

これらの理由からは健康資本投資のメニューを
企業が提供することを正当化できるものの，健康
が一般資本としての要素が強い以上，理論的に
は，そうした健康サービスを積極的に提供してい
る企業ではその分だけ賃金が低くなっているはず
と考えることができる（いわゆる「補償賃金仮
説」）。こうした考えの下，日本と異なり国民皆保
険が完全に整備されていない米国では，企業によ
る従業員の医療保険料のカバレッジが区々である
ことを利用して，保険料と賃金との関係が果たし
て理論的に考えられるようなトレードオフの関係
にあるかを実証的に明らかにしようとする研究が
蓄積されてきた（詳細は Currie and Madrian 1999
で引用されている文献を参照）。これまでの研究結
果を一言でまとめると，賃金と保険料との間には
理論的に想定されるトレードオフの関係が検出さ
れないという結果を報告するものが多い（最近の
文献としては，例えば Clemens and Cutler 2014 や 
Lubotsky and Olsonc 2015 など。）

実証研究において，必ずしも理論と整合的では
ない結果が検出される背景として一般的に考えら
れているのは，能力バイアス（ability bias）の存
在である。能力が高く生産性が高い労働者は，賃
金が高く，保険料も含めた健康関連の福利厚生も
充実した企業で職を得られるのに対して，能力が
低く生産性が低い労働者は，賃金が低く，健康資
本のサービス提供についても劣る企業で職を見つ
けざるを得ない。しかし，一般的に能力や生産性
はデータで把握することが難しいため，労働者間
の能力や生産性の違いをきちんとコントロールし
ないと，健康資本投資をしている企業ほど労働者
の賃金が高いという結果が検出されてしまうこと
になる。能力バイアスへの対処は難しいが，企業
による健康増進が本当に労働者の生産性を上げる
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のかを実証的に明らかにすることは，重要な課題
である。

なお最近では，理論的には補償賃金仮説の考え
方は認められるとしても，行動経済学の見地か
ら，個人ではなく企業や国が健康資本投資を負担
したほうがよいという考え方も生まれてきてい
る。Liebman and Zeckhauser（2008） は， 個 人
が選択する健康資本投資の水準は，以下の理由か
ら最適な水準から乖離してしまいやすいと主張す
る。第一は，健康資本投資に関する従来の枠組み
では，個人は投資をした場合としなかった場合の
将来の期待効用について，将来健康を損なうリス
クやそのための金銭的負担，病気になった場合の
効用の低下度合いなどを勘案して決めることが想
定されている。しかし，現実の世界では，将来に
関する不確実性は高く，人間の判断は誤ったもの
になりがちである。例えば，確率としては非常に
低い飛行機の事故に備えて高額の保険に入った
り，がんなどの大きな病気を罹患した場合の効用
の低下を実際よりも過大に見積もりがちだったり
と，判断にバイアスが生じやすいことが知られて
いる。第二に，人間は，現在の投資費用を過大に
捉え，将来の投資のリターンを大きく割り引いて
しまう結果，現在すべきことを先延ばしにしてし
まうバイアスを持っており，健康資本投資が過小
となってしまいやすい。第三に，人間は無数の選
択肢から選ぶことにストレスを感じやすく，数多
くの健康資本投資のメニューから最適なものを選
ばず，現状維持を選んでしまいやすいバイアスも
持っている（現状維持バイアス）。同論文ではこう
した行動経済学の知見を踏まえると，健康資本投
資は過少投資となりやすいため，個人に負担させ
るだけでなく，国や企業も負担することが重要と
指摘している（行動経済学と健康資本投資との関連
については，Frank 2004; Baicker, Mullainathan and 
Schwartzstein 2015; Roberto and Kawachi 2016 など
も参照のこと）。

2　企業負担の費用対効果

医療費の増大は日本だけでなく高齢化が進む多
くの先進諸国でも関心が高くなっており，従業員
の健康増進プログラム（健康リスクの査定，カウン

セリング，栄養や運動に関する教育セミナーの実施，
ストレスマネージメントの研修，ICT を用いた運動
や健康維持のモチベーションプログラムなど）を導
入する企業は増えているといわれている 16）。企
業による健康資本投資の費用対効果はどの程度あ
る の だ ろ う か。22 本 の 論 文 を メ タ 解 析 し た
Baicker, Cutler, and Song （2010）によれば，健
康増進プログラムの費用 1 ドルにつき，医療費は
3.27 ドル，アブセンティイズムによる損失は 2.73
ドルの削減となるという試算が示されている。一
方，ランダム化比較実験（Randomized Controlled 
Trial）を行った介入研究のみを対象に 18 本の論
文をメタ解析した Rongen et al. （2013）によれば，費
用対効果はプラスではあるものの，その効果はそれ
ほど大きくないと結論付けている（Gowrisankaran 
et al. 2013; Horwitz, Kelly, and DiNardo 2013; Baxter 
et al. 2014 も効果の大きさは限定的であることを報告
している）。ただし，これらの先行研究では，介
入プログラムの内容や，効果の測定方法（医療費
やアブセンティイズム，プレゼンティイズムや主観
的健康など）も区々で，どのような介入が最も費
用対効果があるかという視点での統一的な尺度を
用いた研究は今後の課題であることが指摘されて
いる。

また，昨今の米国では，労働者に健康増進プロ
グラムに参加させるためのインセンティブ設計に
関心が集まっている。こうした背景には，The 
2010 Affordable Care Act（いわゆる「オバマケア」）
において，医療費抑制を目的として，予防的な健
康増進プログラムの参加を促進するためにインセ
ンティブの付与が認められたことが関係してい
る。日本においても，厚生労働省が 2016 年に「個
人の予防・健康づくりに向けたインセンティブを
提供する取組に係るガイドラインについて」を示
しており，その中ではインセンティブ報酬の内容
を個人の価値観に合わせて，魅力的なものとする
ことが推奨されている。こうしたインセンティブ
の付与と健康増進の費用対効果の研究として，経
済学の視点を取り入れた検証も少しずつ蓄積され
つつある。例えば，金銭インセンティブがスポー
ツジムに通うインセンティブを高めるとの結果を
示した Charness and Gneezy（2009），一方で金
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銭インセンティブの費用対効果はゼロではないも
のの，インセンティブの付与の期間が終了した途
端にその効果がほぼなくなってしまうことから中
長期的な費用対効果は小さいことを示したRoyer, 
Stehr and Sydnor （2015）などがある 17）。イリノ
イ大学の教職員約 12000 人を対象に健康増進プロ
グラムとインセンティブ付与に関する RCT 実験
を行った Jones, Molitor and Reif（2018）は，介
入の結果と健診やレセプトデータを突合させた結
果，①健康増進プログラムへの参加を希望した人
は，参加を希望しない人に比べて介入実験を開始
する 1 年前の時点で既に健康状態がよく，医療費
の支出も少なかったこと，②プログラムに参加を
表明した人を対象に，健康診断を受ける際の金銭
インセンティブの額をランダムに割り振ったとこ
ろ，報酬を上げても受診率が大幅に上昇する傾向
は認められなかったこと，③介入実験の 1 年後の
効果としては，医療費，プレゼンティイズム指標，
主観的健康度などのほとんどの指標について統計
的に有意な改善がなかったことなどが示されてい
る。プログラムに参加する人のセレクションバイ
アスの問題，インセンティブの設計の仕方，効果
を計測するためのタイムスパンの取り方など，
様々な角度からの研究蓄積が望まれる。

Ⅵ　お わ り に

本稿では，健康資本投資と生産性との関係につ
いて，経済学を中心に，他の関連分野もあわせて
既存研究を展望した。最後に，この分野に関する
今後の課題について，筆者の見解を述べることと
したい。

第一は，健康の定義や尺度に関する課題であ
る。本稿でみてきたとおり，健康の定義や尺度は
研究によって区々であり，このテーマの大きな課
題となっている。健康増進をどこまで行うべきか
は，何をもって健康と考えるかによっても異な
る。生産活動を行うのに必要十分な栄養が足りて
いる状態なのか，本人の主観的な健康度が高い状
態なのか，それとも健診やレセプトデータから傷
病が認められない状態を指すのか，生き生きして
エネルギーがみなぎっているようなワークエンゲ

イジメントが高い状態なのか，病気でないだけで
なく，適度な運動や禁煙，ダイエットなど健康管
理をしっかり行い，全ての検診の数値が正常値の
範囲内に収まるような状態を指すのかなど，どの
ような状態を目指すかによってもかかる費用と効
果が異なってくる。

第二は，健康資本投資と生産性との関係，特に
企業レベルの検証の必要性である。上述のとお
り，健康になるとどの程度生産性が上がるのかに
ついての研究は，財務データなどの経済学的な指
標を用いた研究は特に少ない。日本のように相対
的に労働移動が少ない国においては従業員の健康
増進がどの程度企業の生産性に影響を与えている
かという企業レベルの研究は重要と考えられる。
主観的な健康度という尺度だけでなく，健診やレ
セプトデータと，勤怠・人事データ，企業の財務
データなどを突合させた研究が必要である。

また，健康資本投資と生産性との関係について
は，どの程度の期間を効果測定の対象とするかに
ついても検討が必要である。ある程度無理をして
長時間労働をし，少々身体に悪い高カロリーの食
事を摂取したとしても短期的にはそのほうが仕事
の生産性は高い，と考える人もいるかもしれな
い。ただし，そうした状況をどの程度の期間続け
ていると，健康を害し，ひいては生産性や企業業
績の低下につながるのかという長期的な視野に
立った検証はほとんど行われていない。費用対効
果の研究については，短期的な検証が多く，長期
的な視点に立った検証も必要であろう。

第三は，従業員の健康が企業業績の向上につな
がることが認められたとして，その費用負担を誰
が行うべきか，という視点である。本論で述べた
とおり，少なくともこれまでの経済学では健康は
本人に付随するものであるため，健康資本投資は
基本的に本人が負担すべきだとする考え方が強
かった。しかし，昨今の行動経済学の研究では個
人による健康資本投資は社会的な最適レベルより
も過小になりやすいことが分かってきており，そ
うした知見を踏まえると，最終的には賃金に織り
込まれるとしても，企業や国などの第三者が健康
資本投資を行うことが望ましいという考え方も広
まりつつある。ただし，第三者による健康増進プ
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ログラムの費用対効果はそれほど大きくはないこ
とを報告している研究が少なくないほか，健康資
本投資に積極的な人と積極的ではない人とのセレ
クションの問題，インセンティブの付与の設計の
仕方など，どのような介入が望ましいかについて
の研究はまだ緒に就いたばかりであり，今後の研
究の蓄積が望まれる。

また，短中期的には健康資本投資の企業負担が
賃金に織り込まれないとした場合，企業に過度な
健康増進を促すことは，企業の負担が増すことに
もつながる。例えば，2015 年から企業に義務付
けられたストレスチェックは，個々人への質問票
の配布，集団解析，高ストレス者への産業医の面
談などの諸々の費用を総合すると，企業の負担は
小さくない。もし健康増進がフルタイムの正社員
を中心に行われるとした場合，正社員の固定費の
増加は，企業に費用負担の対象外となる短時間の
非正規を増やすインセンティブや，少数の正社員
を長時間労働させるインセンティブにつながる可
能性もある。労働者の健康への配慮は重要だが，
健康資本投資は誰がどのくらい負担すべきかは，
費用対効果に加えて，雇用や働き方改革への影響
などにも留意をしながら検討していく必要がある。

これに関連して，どれだけ健康に気を付けてい
ても，重篤な傷病を発症するリスクは全ての人が
抱えており，健康増進だけでなく，大きな病気や
ケガを患ってしまった人が仕事と療養をいかに両
立するかという研究も今後の蓄積が必要な分野で
ある。例えば，がん患者の仕事との両立支援につ
いて整理している坂本・高橋（2017）では，両立
支援策において明らかな離職予防効果が検証され
た支援方法は少ないと述べている。企業にとっ
て，採用や訓練費用に多大なコストを投下した労
働者の離職は大きな埋没費用であり，どのような
両立支援が離職を抑制し，企業業績の低下を防ぐ
ことができるかの検証も今後の課題である。

健康と生産性を巡る研究については，分析課題
が高度化・専門化していることから，医療経済学
や労働経済学といったある特定の専門分野だけで
は解明できない点が多い。こうしたことから，他
国では既に経済学分野と，産業保健，産業心理学，
疫学，医学，医療社会学など異分野の様々な研究

者が連携した研究の蓄積も進められている。それ
ぞれの分野の比較優位を生かしつつ，わが国にお
いても，異分野間の連携による研究の蓄積が望ま
れる。

＊本研究は，平成 30 年度科学研究費補助金（基盤（C），課題
番号：16K03715「労働と心の健康の経済分析」）および平成
30 年度厚生労働科学研究費補助金・労働安全衛生総合研究
事業「労働生産性の向上に寄与する健康増進手法の開発に関
する研究」（H28 ─労働─一般─ 004，研究代表者：島津明人）
の研究助成を受けている。なお，本稿の執筆にあたっては，
島津明人氏（北里大学），永田智久氏（産業医科大学），西大
輔氏（東京大学）から多くの有益なコメントを頂戴した。深
く感謝申しあげたい。なお，本稿のありうべき誤りは、すべ
て筆者個人に属する。

 1）『国民生活基礎調査』は，入院している人は調査対象に入っ
ていない。

 2）経済学が健康をどう捉えてきたかについて幅広くサーベイ
した日本語論文としては，例えば浦川（2013）を参照。同論
文では，本稿では取り上げていない健康格差についてのサー
ベイも行っている。

 3）Topel（2017）によれば，Journal of Political Economy に
おいて，初めて健康という言葉がタイトルに含まれた文献が
出版されたのは，1892 年の発刊から 70 年後の 1962 年だと
述べている。同じく経済学の雑誌である Quarterly Journal 
of Economics および American Economic Review において
も初めて健康という言葉がタイトルに含まれたのは 1950 年
代である（ただし，健康保険（health insurance）に関する
文 献 は，1900 年 代 初 め 頃 ま で 遡 る ）。Becker（2007） や
Topel（2017）は，人的資本としての教育の重要性に注目し
た文献が数多く蓄積されてきたのに対して，健康を人的資本
として位置付けた研究は相対的に少ないと述べている。

 4）Grossman（1972）を拡張し，その後の研究の発展を整理
した文献として Grossman（2000）がある。

 5）Rivera and Currais（1999a,b）は，健康の代理指標として
GDP 対比でみた医療費の割合を用いているが，得られた結
論は他の文献と同様である。Rivera and Currais（1999a,b）
では，操作変数を用いて逆の因果性を考慮したうえでも，健
康から所得への因果性があることを示している。

 6）マクロデータではなく，世帯データを用いて，栄養と生産
性との関係を分析した研究としては，効率賃金仮説の代表的
な文献である Strauss（1986）がある。Strauss（1986）は，
シエラレオネの農家の世帯別カロリー摂取量を調べた結果，
その他の要因をコントロールしても，カロリー摂取量が高い
農家世帯ほど生産性が高いことを報告しており，栄養と生産
性との関係がミクロレベルでも観察されることを示した。

 7）ただし，一部の研究では性別によって健康と賃金との関係
は異なる結果も報告されている。例えば，Gambin（2005）
や Jäckle and Himmler（2010）では健康と賃金との正の相
関は男性で観察されるものの，女性については必ずしもその
傾向は認められないことが示されている。日本についても，
湯田（2010），上村・駒村（2017）ともに，女性については
健康状態と賃金率の間に明確な因果関係は認められないこと
が報告されている。

 8）主観的健康度および労働供給関数に関する説明は，野口
（2014）も参照されたい。

 9）このほか，45 歳未満に対象を絞った研究として，「慶應義
塾家計パネル調査」（慶應義塾大学）を利用した上村（2012）
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もある。同論文では，健康が労働時間や就業に与える影響は
男女ともに観察されないことから，45 歳未満に関しては健
康が労働供給に及ぼす影響は見いだせないと述べている。

10）Rasmussen, Sweeny and Sheehan （2016）は，病気による
早期退職，Absenteeism，Presenteeism による経済損失を
GDP 比で換算して国際比較をしており，日本は他の先進諸
国に比べて，3 つの総コストが 2015 年時点で高いだけでなく，
2030 年 に か け て の 期 待 上 昇 率 も 高 い（High Impact, 
Increasing Rapidly）グループに分類されるとしている。

11）WFun については，Fujino et al. （2015）や Nagata et al. 
（2017）を参照。

12）賃金については，Wada et al. （2013）および Nagata et al. 
（2018）共に，『賃金センサス』（厚生労働省）の集計データ
を利用している。

13）K6 は，Kessler et al. （2002）により提案されたメンタル
ヘルスを測る尺度である。6 つの質問で構成された自己記入
方式の尺度であり，精神疾患のスクリーニング検査として国
際的に使用されている。13 点以上が深刻な精神疾患が疑わ
れるカットオフポイントとされている。日本では，『国民生
活基礎調査』（厚生労働省）の健康票にも設問が設けられて
いる。

14）日本では，2015 年 12 月の労働安全衛生法の改正により，
従業員に対するストレスチェックの義務化と職場毎の集団分
析・環境改善が努力義務となっているが，厚生労働省（2017）
によれば集団分析を行った事業場は 8 割未満にとどまってい
る。Suzuki et al. （2015）の結果は，メンタルヘルスの毀損
が疑われる労働者はその時点だけでなく，1 年後においても
極めて低い生産性となる確率が高いことを示しており，スト
レスチェックの実施だけでなく，集団分析の結果を生かした
職場の環境，個人のメンタルヘルスの改善が重要であること
を示唆している。

15）日本でも，経済産業省が東京証券取引所上場企業を対象に
表彰している「健康経営銘柄」がある。ただし，日本の場合
は，従業員の健康に対する企業の取り組みを一定の方法でス
コア化し上位 20% の企業を選定したうえで，ROE（自己資
本利益率）の直近 3 年間平均が 0% 以上の企業に限定し，さ
らに ROE が高い企業には一定の加点を行うという 3 段階方
式で表彰企業を選定している。したがって，健康経営銘柄と
して選定された企業は，健康増進に積極的なだけでなく，す
でに業績が良い企業に限定される。

16）Pollitz and Rae（2016）によれば，2014 年時点で医療保険
を提供している米国企業のうち，74% は健康増進プログラ
ムを提供しており，特に大企業に多いことが示されている。

17）このほか，Volpp et al. （2011）も参照。これらの文献は，
どのようなインセンティブ設計が健康増進を習慣づけるうえ
で効果があるかを行動経済学の知見を踏まえて検証している。
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